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この資料は、日本自転車振興会から競輪収益の一部である

機械工業振興資金の補助を受けて、昭和63年 度に実施 した

「産業の情報化の推進に関する調査研究」の一環としてとり

まとめたものであります。
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米 国

1983 1984 1985 1986 1987

GNP(1) 3,405 3,772 4,014 4,240 4,526

人 口(2) 234,500 236,680 239,280 241,600 243,700

面 積(3) 937,261千 ヘ ク タ ー ノレ

1

0乙
り
0

OECD単 位:10億 ドル
UN.た だ し,年 央推計 単位:千 人
1987年 日銀 国際比較統計 より

規制の概要

規制監督機関

規制対象事業者

非規制対象事業者

規制の根拠

高度サ ー ビスにつ いて

FCC,ワ シントン連邦地裁、各州公益事業委員会

基本サービス提供事業者
ただし、競争的事業者は規制を差 し控える。

高度サービス提供事業者

1932年通信法

修正同意審決

第3次 コンピュータ調査

第3次 コンピュータ調査により定義
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通信事業者:

長距離キャリア AT&T,MCI,ス プ リ ン ト等 約500社

地域 キャ リア BOC,GTE,WU,等 約1400社

国際通信事業者 AT&T,RCA,MCI等

衛星通信事業者 コム サ ッ ト、 パ ナ ム サ ッ ト、 オ ラ イオ ン等

高度サービス事業者 ス プ リン ト,AT&T,IBM,タ イ ム ネ ッ ト等

年 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

台 数 175 180 181 183 189 198 205 212 220

電 話機 普 及 台数(百 万 台)

出典:IndustrialOutlook・ 一"
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FCCの 主 な 任 務

1:「 一般公衆 に対 するサー ビスの提供 を合理的な料金で行い、不公正 ・不

合理な差別 または優遇 を禁止 され る」コモ ン ・キ ャリアの義務を全 うさ
せ る こ と。

サー ビス提供義務(通 信法第201条 、第202条)

2:申 請 された料金表(Tariff:料 率 と利用条件)を 審査す る。

料金審査(通 信法第203条)

3:設 備の新増設計画を許可す る。

建設許可(通 信法第214条)

4:周 波数及び衛星軌道位置を割り当て、無線免許を交付する。

無線免許(通 信法第301条)

注1.そ の ほか に、 「その任務 を遂行す るため、規制を制定 し、命令 を発す る

ことがで きる。 」(通 信法第154条)

規 特訓の 手 続 き

当事者の申請→その概要の公示→関係者の意見提出→

双方からの聴聞→委員会の裁定→不服なものの再考許願

という大まかな流れであり、主張と反論を交わした後にFCCが 理由を付 して

決定す る。

多匡対 称 親 告U

C-II裁 定 によ って、AT&Tな どの独 占的な事 業者 に対 しては通信法 によ

る規制を課 し、競争的事業者に対しては規制の簡素化及び規制の差し控えを行

ってい る。

出典:高 橋洋文,事 務管理 第24巻 第5号 「米 国の電気通信体制」(84年)よ り
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従 業員10人 以上の事業所 における
1988年 長距離通信事業者 の市場 シェア

(1988年9月)
Others
9.2%

USSprint
9.4%

MCI
14.2%

(百 万 ドル)

20,000

10,000

0

出典:Co㎜unicationsWeek

1988年長距離通信事業者の売上高順位

AT&T MCI

出典:AT&T:DataCo㎜unications
MCI:世 界 の テ レ コムニ ュー ス
ス プ リ ン ト:Moody

USSPRINT
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(百万 ドル)
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長距離通信事業者の年間売上高推移

llllllAT&丁総売上
AT&T通 信サービス売上高

一 〉:MCI 総売上
≡:USス プリント総売上

34,41734,087

33, 188 33, 525

一

19,659
一 19108

17,393 ll

15 780

,

3,592 3,939

1,959

■

2,542

一 譜 雛o
1984 1985 1986 1987

出典:各 社年次報告書

*AT&T通 信サービス売上高はアクセスチャージ支払後の純額
*USス プリントは,1986年 に設立
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地域電話会社数の推移

年 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

独立系 1,527 1,488 1,483 1,459 1,432 1,429 1,416 1,402 1,380 1,360

BOC 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

合 計 1,551 1,512 1,507 1,483 1,456 1,453 1,440 1,426 1,404 1,384

*た だ し,BOCに は,シ ンシナティベルとサザンニューイ ングランドテルを含む

出典:USTA年 次報告書

地域臨 会社⑭ 売上高(単位 ・百万ドル)

gaOOO

独 立 系84900

BOC78902
saOOO82365

A計/78424

//75073

7aOOO

.福964。277386764981

6aOOO//611936117963896

57867
/5882455283

5aOOO

/52477.,46349

4711443237
4000041710

39029

34595

3aOOO

17245199192〔LOOO

16000

18469

1487513880

1aOOO1047512206

711580859240

0

19771978197919801981198219831984198519861987

出 典:USTA年 次報 告書
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RHCの 加入者数 と売上高(1987年).

会 社 ,名 加 入 者 数 総 売 上 高

1.ベ ル ア トランテ ィ ック 16,056,907 $9,333,281,000

2.ナ イ ンエ ックス 16,046,014 $10,715,133,000

3.ベ ル サウス 15,739,470 $11,387,200,000

4.ア メ リテ ック 15,094;000 $8,485,632,000

5.パ シ フィ ックテ レシス 12,525,000 $8,508,413,000

6.US.ウ ェ ス ト 11,613,000 $7,651,500,000

7.サ ウス ウェス タ ンベル 11,104,974 $7,133,600,000

出典:USTA年 次報告書

主な独立系電話会社の加入者数と売上高(1987年)

会 社 名 加 入 者 数 総 売 上 高

1.GTE 11,559,536 $8,716,026,000

2.ユ ナ イテ ッ ドテ レコム 3,516,814 $2,405,311,000

3.コ ンテル 2,377,837 $1,891,405,000

4.サ ザ ンニ ューイ ングラ ン ドテル 1,779,204 $1,469,800,000

5.セ ンテル 1,422,969 $824,574,000

6.ALLTEL 982,996 $576,156,000

出典:USTA年 次報告書
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BOC及 び独立系電話会社の加入回線数の推移(単 位:千 回線)

独立系
BOC
A計

126725
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出典:USTA年 次 報告書

198219831984198519861987

独立系電話会社とBOCの 市内交換エリア数の推移
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独立系電話会社とBOCの 設備投資額の推移

(単位:百 万 ドル)

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

独立系 27,788 31,644 35,300 38,298 41,500 44,500 45,850 49,069 50,691 52,890

BOC 105,497 116,016 127,162 139,625 150,245 154,772 147,929 158,219 168,008 177,925

合 計 133,285 147,660 162,462 177,923 191,745 199,272 193,779 207,288 218,700 230,815

出典:USTA年 次報告書

国内電気通信量の推移

(10億)
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出典:ITU年 次 統計

19791980198119821983198419851986
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AT&Tの 国際通信取扱量

(106呼)

600

500

400

300

200

100

0

197919801981198219831984198519861987

注:発 信 ・着信 の合計,83年 は 推定値

出典:FCC

IRC(国 際記録通信事業者)の 年間収入の推移

(単位:百 万 ドル)

1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

FTCコ ミュニ ケ ー シ ョ ンズ 5.0 6.1 6.1 6.0 8.8 10.6 12.4 17.3 20.6 24.3 23.9

ITTワ ー ル ド コ ム 120.9 138.5 150.7 158.4 166.8 178.2 174.3 173.8 171.4 164.5 159.1

RCAグ ロ ー ブ コ ム 127.7 144.1 149.6 153.3 154.6 151.5 161.5 175.2 179.3 170.3 154.4

TRTテ レ コ ム 14.3 18.5 23.5 31.4 41.1 47.4 47.4 56.8 64.8 68.7 74.3

WUイ ン タ ー ナ シ ョナ ル 82.1 95.7 104.1 111.2 127.1 130.1 124.1 123.9 117.8 111.9 102.0

WUT 一 一 一 一 一 一 一 32.4 40.7 47.7 43.8

計 350.0 402.9 434.0 460.3 498.4 517.8 519.7 579.4 594.6 587.4 557.4

出 典:FCCrTrendsinInternationalTelecommunicationsServices」
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1988年 電話会社の市内 ・市外サービスの収入

会 社 名
一

総売上高

〔百万$〕

1988年の長距離電話サ

ービス収入 〔百万$〕

1987年回左

〔百万$〕

1988年の市 内電話サー

ビス収入 〔百万$〕

1987年同左

〔百万$〕

AT&T 34,456" 20,2881} 19,417 一 －

CTε 16,220 1.800D N/A 3,100 N/A

EELLSOUTH 13,187 1,668n 1,5211} 6,639 4,887

NYN1…X 12,521 1.4191} 1,286D 5,639 5,736

BELLATLAMIC 10,298 1.4951} 1,4841) 4,241 4,198

AMεRITECH 9,846 1,224D 1,1521) 4,463 4,585

PACIFICTEしESIS 9,467 2,288D 2,114D 3,119' 3,022

US鯉ST 8,821 1,371D 1.186D 3,323 3,258

SOUTHWESTERNBELLTELEPHONE 8,418 1.0431) 97D 3,237 3,240

UNITEDTELEC酬CATIONS 3,113 387D 1,3442) 836 734

CONTEL' 3,056 240D 1,1012) 555 542

MCICO㎜ICATIONS 2,473 2,473D 3,821 一 －

SO帷RN冊WENGLAND

TELEC㎜ICATIONS
1,556 717.62)

'6652)
452 488

C£MEL 1,311 N/A 3902, 一 303

ALLTEL 813 781, 2952) 214 234

CINC洲ATIBELL 719 411) 35D 321 307

ROC}ESTERTELEPHONE 473 1312) 1302) 121 153

1)ア クセ ス ・チ ャー ジ(相 互接 続料)を 除 く(87,88年 とも)
2)ア クセ ス ・チ ャー ジを 含む(87,88年 と も〉

出典lDataComunications

NA=NOTAVAIL胡LE(不 明)
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表1情 報通信ベンダー50社 ランキ ング

会 社 名
順 位

1988年(1ggr年) 罐 醗 、備織 占〕
総売上高

(100万$)

『
報告時期(月)《鵠,〔罐 。〕

負債比率'

1剛 1(1) 55(髭(⑰ 56,755 9 5546(2L6) 0130

OEC 2(2) 11,887(100) 11,887 9 1,259(28) α017

A伶丁 3(4) 9263(18) 51,460 9 2169(541.7) 04皮

卵ISYS 4(3) a648(田) 9,8η 9 553({眩3) 0593

6㎜1肌 ㎜RS(00 5(6) &621(8) lm.7田 9 5432(355) 0423

NCR 6(5) 5405(go) 6,006 9 451(15.!) α049

㎜ 肋u 7(7) 5049(64) 7,889 9 423(5τ2) 0108

‖肌 田下－PA㎜0 8(8) 4,701(50) 9,401 7、 791(357) αOl5

APPLEOO㎜R 9(ll) 4,〔m(loo) 4,σ71 9 400(84.0) 0,000

㎝ 10(9) a245(2ω 1&226 9 1,185(16.1) Lα72

W耐G剛RA刊Rl8S 11(10) ao99(loo) 3,099 9 田(-55τD o田9

oomOLDATA 12(12) 2790(η) a623 9 25(-11L4) α346

螂Rl㎝EXPRESS 13(13) 23認(11) 21,258 9 711(-21.0) 2713

TEMSIN㎝R㎜ 幡(TD 14(14) 2M8(35) 6,1訂 9 脚(41.0) 0305

C㎝PAOCO締 ㎝8R 15(24) 1,田0(100) 1,830 9 212ω52) α687

XEROX 16(16) 1,760,(16) 10,999 9 582(257) α310

㎜ 刈L 17(18) 1,739(100) 1,739 9 203(飯9) 0,101

RO㎜UIMERMTIOML 18(i5) 1,(汀3(14) 11,銅7 9 811(刀9) α208

AUTOMATlCOATAPR㏄ESSl陥 19(17) 1,584(100) 1,5図 9 174(24.8) 0249

PRI囲COMP【mR 20(25) 1,430(loo) L430 9 55(-50) U20

㎜ 21(19) 1,402(20) 7,010 9 269(220) α559・

DATAGENER札 22(20) 1,365(100) 1,365 9
一16(田0 0LlO8

T棚 田CO冊 「戊RS 23(23) 1,315(100) 1,315 9 剥(-1ρ2) 0068

S捌 闇ICROSYST㎜ 24(35) 1,248(100) 1,248
『9 74(74.1) 0337

NATION札S別ICON加 ㎝OR 25(27) 1,1η(45) 2602 8 9(-14▲2) 0.1肪

1瑚RIS 26(22) 1,123(55) 2042 9 研(-44.9) ρ146

鵬DO洲ELLOOUGLAS η(26) 967(7) 1a813 9 298(-4.9) α391

CO甘『EL 28(28) 肪6(28) ao訂 9 132(-353) L203

1町ERGRAPH 29(32) 781(100) 781 9 田(35.7) αoo6

丁州DY 30(30) 778(20) a892 9 317(2α6) 0113

1㎜L 31(40) 680(25) 2720 9 463(239.9) 0」231

APOLLOC㎝P『 陀R 32(36) 632(100) 践 9 9(-426) α493

棚肝1N棚Rl訂TA 33(33) 609(11) 5532 9 395(83.8) 0,476

CRAYRESEARCIl 34(31) 589(100) 珊 9 102(-250) ρ164

GENEMLELE㏄RIC(⑩ 35(2D 550(1.4) 38,562 9 2773(-14.6) 0.1卯

ZEN而lELECTROMCS 36(訂) 506(20) 2531 9 一4(M) 0〔口4

SCISY部 訂(45) 503(田) 774 6 19(1&8) 1,382

ALL巳DSIGNAL 38(38) 474(4) 11,856 9 495(一15.4) α621

DUN&B㎜STRE肝 39(ω 444(11) 4,041 9 463(126) α000

ASTRESEARCIl 40(57) 442(100) 442 9 15(5a7) 0,533

LOC田IEED 41(39) 433(4) 10816 9 654(6▲7) 0,419

刷 ノ0ASICFOUR 42(50) 395(100) 獅 6 26(81.3) 2,057

Sl1ARED棚OICALSY部 43(41) 382(ioO) 搬 9 別(-2a6) α046

TEK怜OMX 44(43) 382(勿) 1,413 8 一11(M) α461

DATAPRODUCTS 45(46) 361(100) 出1 9
一12(363 .4) ρ015

F|R訂Fl欄CIAL㎜ 46(96) 354(肪) 批 9 24(16a3) 0,061
一 「

006眠G 47(47) 334(2) 1&689 9 田1(9.6) 0,049

DATAPOI肝 48(48) 331(100) 331 7 一2(M) 0,426

DSCCO㎜NICATIONS 49(49) 328(100) 認 9 18(-4.7) 0,341

Cl刑IC㎝ 50(52) 311(100) 311 9 8(-2a2) 1,751

NM=N㎝ 肥州"CFUL(無 効.黒 字から赤字に転換した場合が多い)
*長 期負債額を資本で割った もの

出典:DataCormunications
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米国3大 通信機器メーカの売上高推移

(百万 ドル)

1984 1985 1986 1987

AT&T(1) 10,189 11,853 10,178 10,206

GTE(2) 2,459 2,621 2,007 1,572

MOTOROLA(3) N.A. N.A. N.A. 4,145

注)各 社 と も通信機器製造 部門の売上 げ

NA=NOTAVAILABLE(不 明)

出 典:(1),(2)は,各 社 年次報 告書。(3)はDataCommllnications,情 報 通信関 係売 上高

BOCの デ ジタル化率(実 装回線数)

1988.6.30

≡:デ ジ タル化率(千 回線)

0200040006000&0001aOOO12000140001600018000

Nynex

BellAtlantic

BellSollth17515

Ameritech17594

PacificTelesis

USWest

SWBell

注)電 話 局回数能力 の合計(回 線数 の平 均85%は 加 入者 回線数)

出 典:Telephony/MarketResearch
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米 国 に お け る情 報 ・通 信 分 野 の 規 制 緩 和

1959年 FCC,890MHZ以 上の周波数を施設 鉄道や鉱山などの企業が自営で回線
マイクロ回線に開放 を設置で きるようになった。 しか

し、AT&Tは 、専用線の大口割引

制度を導入 したたあ私設マイクロは

その多 くが放棄された。

1969年 FCC,MCI社 の マイ クロウ ェー マイクロウェーブによる私設回線の

ブ回線建設を認可 第3者 への提供を認める
これによ りAT&Tに よる専用線の

独占が崩れる

1971年6月 FCC,特 殊通信事業者を認ある これによ り、サザ ンパ シフィ ック鉄

道の子会社SPC(現SPRIN
T)、ITT系 のUSTSな どが参

入した

1972年 FCC,オ ー プ ンスカイポ リシーを 資格要件を満たしたAT&T以 外の

採用 全ての衛星通信システムの建設を認

可

衛星通信サービスの拡大のため、一

定の場合に約款ベースによらず個別

契約による提供を認めるなどの規制
の簡素化、自由化を行なう

1973年11月 FCC,パ ケ ッ トコ ミュニケー シ ョ FCCは 、付加価値通信事業業者

ンズの申請を認可 (VAN)を オーソライズ した。F

CCは 、新 しいメディアなので自由

参入を認めるが、公衆通信事業とし

て規制することとした

具体的な参入者 は、 グラフネ ッ ト

(74.1)、 テ レ ネ ッ ト(74.4)、 タ イ ム

ネ ッ ト(76.12)な ど

1976年7月 FCC,国 内専用線の共同使用 ・再' 共同使用は規制外、 しかし、再販売

販売を自由化 は公衆通信事業として規制すること

にした

1978年 エクゼキュネッ ト裁定 連邦裁判所により、特殊通信事業者

による長距離電話サービスの提供が

認められる

この判決 によ り、SPCは"ス プ リ

ン トV"、USTSは"シ テ ィ コ ー

ル"、WUTは"メ トロフォ レ"の

サービスを開始 した
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1980年4月

∀〉 、

FCC,第 二次コンピュータ裁定を ネ ッ トワー クサー ビスを基本 サ ー ビ

下す スと高度サービスに分離 し、基本サ
一ビスについてのみ規制を課す。ま

た、基本サービスの提供業者が情報

処理サービスを提供する場合の分離

子会社要件を、ATTを 除き撤廃

1980年10月 FCC,MTS(市 外通話)とWA

TS(広 域割引)に ついて も共同使

用 ・再販売の自由化を行 う

1982年7月 ワシントン連邦地裁、修正同意審決 AT&T分 割、RHCの 長距離サー

を勧告 ビスの提供禁止、イコールアクセス

の実施等

1983年10月 、Fqc,特 殊通信事業者に対 して料 AT&Tに は市場支配力があり、特

金規制を緩和 殊通信事業者には競争原理が働 くと

(C-II第4次 裁定) して非対称規制を実施

1984年1月 AT&T分 割

1986年5月 FCC,第 三次 コンピュータ調査フ ATT,RHCに 対する高度サービ

エーズ1裁 定を下す ス提供に当たっての分離子会社要件

を撤廃、ONAの 義務付け

11月 FCC,第 二次 コンピュータ調査の C-IIIに よ りBOCに 課 されて いた

緩和 宅内機器販売に当たっての分離子会

社要件を撤廃

1987年3月 FCC,第 三次コンピュータ調査フ ONAの 提供条件、プロ トコル処理

エーズ2裁 定を下す の位置づけ等の明確化

9月 ワシン トン連邦地裁、MFJ見 直 し RHCは 、情報伝送サービス、非電

について、RHCの 業務多角化に関 気通信分野への進出の自由化、が可

する裁定を下す 能となり非電気通信分野の事業収入

規制が撤廃された

1988年3月 ワシン トン連邦地裁、情報サービス これにより、 ワシントン連邦地裁 と

の内容を明確化 、FCCは 、事実上和解 し、RHC

の情報伝送サービスへの進出が緩和

された

5月 FCC,価 格上限規制方式を提案 ATT,BOCを 対象とする料金規

制方式を公正報酬率規制から、価格
の上限のみを規制する方式への変更

を提案
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198琴年7月 一
・FCC
,電 話会社にょるヶーブルテ 1984年 ケーブル通信政策法にようて

1・.
aレビ事業の参入を推進する調査を開

禁 じられているCATVサ ービスの
ぐ

始 提供を認めるため、禁止規定の廃止
ご を議会に求めることに したもの

'

12月 FCCは 通信事業者に求めている統 1987年2月 に下 した裁定について情

計報告を廃止あるいは簡略化する裁 勢の変化を理由として廃止または修

定を下す 正することになった

1989年2月 ワシントン連邦地裁は、パ シフィッ ただ し、ナイネ ックスのPTATへ

クテレシスに対 して国際通信事業へ の参加を退ける裁定も同時に下した

の出資を認可 した

ワシントン連邦地裁は、アメリティ CNA:利 用者が電話番号を申し出

クに対 してCNA .(ConsumerName ると、その電話番号の持主
、 層●,

andAdress)サ ー ビスを特認 の氏名、住所を案内するサ
'

・ ]ビ ス

3月 FCC料 金上限規制(PriceCap) AT&Tに 対 して7月1日 実施、R

につき裁定を下す HCに ついては別途第3次 調査を告

示(GNPデ フレ一夕一-3%+調
r

整比率)
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イ ギ リ ス

1983 1984 1985 1986 1987

GNP(1) 300,973 321,484 353,730 378,634 413,743

人 口(2) 55,610 56,490 56,120 56,620 56,890

面 積(3) 24,482千 ヘ ク タ ー ノレ

1
1

9
白
0
0

OECD単 位:百 万 ポ ン ド
UN,た だ し,年 央推計 単位:千 人
1987年 日銀,国 際比較統計 よ り

規制機関:貿 易産業省

OFTEL

規制法:1981年 、1984年 電気通信法

電 気 通信 事 業 者:

1.公 衆 電 気 通 信 事 業 者(PTO)14社

ブ リテ ィ ッシ ュテ レコム(BT)

マ ーキ ュ リー コ ミュニ ケ ー シ ョ ンズ

レイ カル ・ボ ー ダホ ン

テ レコ ムズ ・セ キ ュ リコァ ・セ ル ラ ・レー デ ィオ(セ ル ネ ッ ト)

キ ング ス トン ・ア ポ ン ・ハ ル 市

ケーブルテレビ運営会社9社

2.VAN事 業 者

1987年7月 で す で に250社 を 越 え て い る(DataProInternationai

Telecom血unicationよ り)
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VAN事 業者 の定義:

1.1982年VANS(ValueAddedNetworkServices)免 許 より

(1)「 付加価値」条項

・メ ッセージが蓄積 され る

・メ ッセー ジの コー ド、内容、 フ ォーマ ッ トまたはプロ トコルが大幅 に

処理 され る

・メ ッセー ジが複数の宛先 に送 られ る

この 内の少な くとも1っ に該 当す る こと

(2)VANS網 と公衆網 の接続 につ いて

この場合、VANS網 内の装置 は 「認定 」を受 けなければな らず 、VAN

S網 と他 の網 との接続 は、PTOの みが行え る

(3)国 際通信 につ いてのVANS網 の使用

利用者の限定

目的外使用の禁止 専用線を利用で きる

メ ッセ ージの伝達のみ

2.1987年2月 付加価値及 びデータ網サ ー ビス(VADS)に 関す るクラス免許

よ り

「付加価値 サー ビス」 と 「基本伝送 」にっいての一般的な定義 はな し

事業規模 によ り規制

大規模サ ー ビス提供業者:年 間総売上高5000万 ポン ド以上 または年 間電気通

信事業売上高100万 ポ ン ド以上

規制内容:・ 略奪的料金の禁止

・事業者 グル ープ外のユーザに提供 され るサー ビスの不公正 な内

部相互補 助の禁止

・OFTELへ の登録

・免許料 の支払 い

・OSI標 準 に準拠 した ア クセス設備を提供す る

一19一
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出典:OFTEL年 次 報 告 書

BTの 各部 門別 収 支 状 況(百 万 ポ ン ド)

1986 1987

英国通信事業本部 営業収入
営業利益

7,233
1,917

7,837
1,994

国際通信事業本部 営業収入
営業利益

1,694
479

1,851
613

関 連 事 業 本 部 営業収入
営業利益

4習 5塁

国際製品事業本部 営業収入
営業利益

439

▲46

458

▲18

海 外 事 業 本 部 営業収入
営業利益 ▲5;

60

▲5

内 部 取 引 ▲511 ▲615

計 9,339 10,185

▲:マ イナス

BT年 次 報告書 よ り作成
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各事業収入(百 万ポンド)

事 業 内 訳 1986 1987

国内通信事業 国内通話料 3,674 3,960

回線レンタル 1,303 1,406

そ の 他 の
ネ ッ トワーク 1,092 1,282

顧 客 宅 内
機 器 供 給 1,164 1,189

計 7,233 7,837

国際通信事業 国際通話料 1,246 1,400

そ の 他 448 451

計 1,694 1,851

BT年 次報告書より作成

BTの 通信料収入(百 万ポン ド)

1983 1984 1985 1986 1987

国 内 通 信 料 2,725 2,992 3,286 3,674 3,960

回 線 レ ン タ ル 1,258 1,159 1,339 1,303 1,406

他 のネ ッ トワー ク
(専 用 線 等) 695 707 844 1,092 1,282

BT年 次報告書より作成
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国内通話数

(百万 コール)
30,000

20,000

10,000

0

28034

19801981198219831984198519861987

出典:OFTEL年 次 報 告 書85,86,87は 伸 び率 よ り算 出

(百万 コール)
300

200

100

0

国際通話数

19801981198219831984198519861987

出典:OF坦L年 次 報 告 書85,86,87は 伸 び率 よ り算 出
発 信 数
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テ レックス回線数(単 位:1000回 線)
200

100

0

197919801981

出典:BT年 次 報 告 書

テ レックス回線 中,

198219831gs4198519861987

コンピュータ制御用交換施設に接続している回線

(千回線)

1984 1985 1986 1987

19 31 39 58

*BT年 次報告書よりの概数

主要電気通信機器メーカの実績と電気通信機器の生産額

上段:総 売上げ(
百万ポンド)下 段:電 気通信機器の生産額

1984 1985 1986 1987

BT
{1)

7,653
1,246

8,387
1,197

9,339
1,164

10,185
1,189

Plessey
(2)

1,252
577

1,415
681

1,416
682 NA

GEC
(3)

5,033
735

5,539

746

5,662
773 NA

(1)年 次報 告 書 よ り,宅 内機 器売 上 げ(下 段)

年 次報 告 書 よ り,電 気 通 信 機 器 製造 部 門売 上 げ(下 段)(2)

(3)年 次報 告 書 よ り,Teleco㎜unications&BusinessSystem部 門の 売 上 げ(下 段)
NA=NOTAVAILABLE(不 明)
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BT交 換装置(各 年次 と も3.31末 現在)

市内交換局(unit)

1984 1985 1986 1987 1988

Strowger交 換 機 3,569 3,459 3,345 3,096 2,758

クロスバ ー交換機 545 545、 549 546 542

電子交換機 1,868 2,013 2,116 2,156 2,147

デジタル交換機 53 78 157 698 1,419

市内交換局合計 6,035 6,095 6,167 6,496 6,866

中継交換局(unit)

1984 1985 1986 1987 1988

Strowger交 換 機 333 333 333 332 300

クロスバ ー交換機 128 128 128 128 128

デジタル交換機 0 5 21 54 53

中継交換局合計 461 466 482 514 481

出典:BTSupplementaryReport1988
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イ ギ リス 電 気 通 信 制 度 の 動 向

1979年 サ ッチ ャー政権成立 、

1981年7月 1981年英国電気通信公社法(BT法)成 立

11月 ケーブルア ン ドワイヤ レス社 、民営化

1982年 通商産業大臣、VAN免 許の交付を開始

2月 通商産業大 臣,1981年 英国電気通信公社法 に基づ きマーキ ュ リ
一社 に免許 を付与 〆

1983年4月 マーキ ュリー、 マイ クロウェーブを利用 して ロン ドン市内で専

用線サービスを開始

1984年 OFTEL,BTと1 .BMのVAN合 弁事業を認 めな い裁定を
下す

マ ー キ ュ リー 、 国 際 音 声 ・デ ー タ通 信 サ ー ビス 「ア メ リ コー

ル」を開始
《

4月 1984年電気通信法採択 《

8月 BT,公 社か ら民営に移管

通産大臣、新法 に基づ き、BT,マ ーキュ リー、ハル市に公衆

電気通信事業者としての免許を交付.

BTに 対 し、価 格上限規制実施

11月

1985年3月

1986年

10月

OFTEL設 置

マーキ ュリー、-1984年 電気通信法 に基づ き新免許を取得。 これ
`により
、ス コッ トラ ン ドとウェールズの2・都市へのサ ー ビスの

提供を義務づ け られ る ・・'」1

マーキ ュリー、 ロン ドン、バ ー ミンガム、マ ンチ ェスター等 の

主要都市 間で専用線サー ビスを開始

OFTEL,マ ーキ ュ リー社 に対 し、BTの 市 内網への接続 を

認可

VAN免 許 の取得事業社、164社 に達す る

BT,国 際 キ ロス トリームサー ビス開始

テ レコム ゴール ド(電 子 メールサー ビス)開 始
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1986年5月

8月

1987年2月

月

月

月

-
⊥

n乙

7

マーキ ュ リー、市外電話 サー ビスを開始

マーキ ュ リー、市内電話 サー ビスを開始

ハ ル市内の電話 加入者、市外通話 にBT及 びマーキ ュ リーの双

方 のネ ッ トワー クを 自由に選択で きるよ うにな る

政府 、データ通 信及び付加価値 サー ビス分野の認可 を 自由化

マーキ ュ リー、専 用線 サー ビスの値上げを発表

BT,国 内通信 料金の改訂 は行 なわず、規制対象外 の国際通信

料金 、宅内機器の レンタル料及 び架設料 の値上げに とどめると

発表

BTの ジェファー ソ ン会長 、提供 しているサー ビスの悪 さを認

め辞 任

BT,OFTELの 要請 に従 い、87年3～9月 期のサー ビス品

質 の実績値 とサー ビス改善 の目標値を発表。民営化後 はい っさ

い明 らかに していなか ったが、今後半年 に1度 定期 的に発表す

ることになった。

OFTEL,マ ーキ ュ リーに対 し、公衆電話の提供 を認 める。

これによ り、公 衆電話 のBT独 占が崩れる。

マーキ ュリー、ボ ックス公衆電話サー ビスを開始

OFTEL,BTの 料金規制 の見直 しに着手

衛星通信事業を 自由化

OFTEL,BT次 期料金規制方式 にっいて、RPI-4.

とす る案 に合意 。 また、 これ とともに規制対象範 囲に専用線 も

加 え ることを決 定
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西 ドイ ツ

1983 1984 1985 1986 1987

GNP(1) 1,680 1,769 1,844 1,945 2,020

人 口(2) 61,420 61,180 61,020 61,050 61,170

面 積(3) 24,858千 ヘ ク タ ー ノレ

1
ー

ウ
ム
0
0

OECD単 位:10億 マル ク
UN.た だ し,年 央推計 単位:千 人
1987年 日銀国際比較統計 よ り

規制機関:DBP

規制法規:憲 法

電気通信設備法(1977年3月17日)

郵電事業管理法(1953年7月23日)

電気通信規則(TKO)(1986年7月 採択)

電気通信事業者:DBP

付加価値サ ー ビス:ア プ リケー ションとユーザ ・データ網が認 め られて い る

民 間の付加価値サー ビス と呼ばれ るものが約700あ ると言わ

れて いる

一28一



(万)
5,000

4,000

3,000

2,000

LOOO

O

(10億 マル ク)
500

400

300

200

'og

O

電言舌機の普及台数と加入数 糠:台 数

1984198519861987

*DBP年 次報告書(加 入数の84年 は不明)

DBP電 気通信事業収入
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(百万呼)
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電気通信量の推移
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内
外
計

市
市
合

出典:DBP年 次報告書
*1984年 は推定値

(百万 コール)
500

400

300

200

100

0

国際通信量の推移

19751977197819791980198119821983198419851986

出典:ITU年 次統計(発 信のみ)
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(加 入)

loaOOO

90000

saOOO

7aOOO

6aOOO

5aOOO

4aOOO

3aOOO

2aOOO

laOOO

0

テ レテ ックス,国 際専用線及 び ビル トシルムテキ ス ト加入数

96000修 テ レテ
ックス

111M国 際 専用線

Btx

58000

39000

20000

1550017900

12361

300

198319841985

出警:鍵 籠 墓よりの徽

*Btxは1984年 よ りサ ー ビス開始

1986

000

1987

データ伝送サービスのデータ端末数

(台)

30aOOO

20aOOO

loaoOO

O

198319841985

出典:DBP年 次報告書よりの概数
*1983年 は推定

1986 1987
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テ レックス加入数

・(加入)

2叩000

loaOOO

167300

di1455471S。S。71S4。74159467163800

138536

0
19801981198219831984

出典:年 次報 告書1983,84年 は推定

167700

198519861987

(万通)

20000

10000

0

テレックス通数
＼ 国内

198419851986

出典:DBP年 次 報告書,1984年 は推定

国際

1987
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(万 通)

800

700

600

500

400

300

200

100

0

電報通信量

・ト ＼
～ 。
610590'N:

smer-O-一 一 一〇77s70
540530

19801981198219831984198519861987

出典:DBP年 次 報告書

Siemens社,年 間売上 高推移 ・

年 度

(百万マルク)
1983 1984 1985

.
1986 1987

総 売 上 39,471 45,819 54,616 47,023 51,431

情報 ・電気通信

部 門 計
13,700
`

14,200 16,800
18・700

20500

情報 ・通信部門 2,400

*

6,700 7,900 9,500 10,300

電気通信

セキュリティ部門
11,300

*

7,500 8,900 9,200 10,200

出典:Siemens社 年次報告書

注)各 年次とも,前 年10月 ～当年9月 まであ決算
*響 雛 ≧蟹饗 闘辮 難 漂禦ていた地 通繊 器関連の
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DBP各 年次における主な出来事

・フランスのテレテルサービスとの接続協定を結ぶ

・ビル トシルムテキス トに新技術導入(7月)

・テレボ ックスの試行サービス開始

・サービス130開 始

・ハ ンブルク 一 八 ノーバ間に光ファイバー回線敷設

・カーード式公衆電話サービス,ボ ン,ア ーヘ ンノゴスラー地域へ拡大(10月)

・テ レボ ックス商用 サー ビス開始(10月)

・テーメ ックスサ ー ビス
,ル ー ドヴィ ッヒス八 一フェ ンー ミュ ンヘ ン間で試行

サ ー ビス実施

・ダテ ックス ーL64000サ ー ビス開始

・ダテ ックスーLサ ー ビス2400bps
,4800bpsサ ー ビスが米国 との間で開始

(4月)

・テ レビ会議サ ー ビスの試行 サー ビス開始(5月)

・デー タ網 信号 システム導入

・TELEFONTREFFサ ー ビス(お しゃべ り電話)の 試行サ ー ビス開始(9月)

・ダテ ックス ーPサ ー ビス全EC国 と接続(12月)

1986年 ・デジタル専用線サービス64kbpsか ら2Mbpsに 拡大される

・国際専用線料金 欧州内で15% ,大 陸内30%値 下げ

その他サービス一斉値下げ

・ベル リンとハノヴァーで通話蓄積の試行サービスを開始(8月)

・新テ レボ ックスサービス(メ イルボックス)開 始(7月)

1987年 ・Btx,フ ランスのテ レテル ・サービスと接続される

・Btx ,テ レックスと接続 される

・サービス130の 対象地域が外国にも拡大 された

・TELEFONTREFFサ ー ビス(お しゃべり電話)試 行サービス地域の拡大により

ドイツ国内外か らの接続力可 能 となった
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'発銚義殼論牢鶴
、還易鷺在説教確靱雲鶴

われた
・Btx加 入者、10万 加入を越える(9月)

・ISDNの 商用サービスをハ ンブルグーシュツットガル ト間で開始(12月)

(各年次における順序は不同)
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西 ドイ ツ電 気 通 信 制 度 の 動 向

1976年

1983年

1984年

7月

1985年3月

10月

12月

1986年

3月

1987年6月

9月

躍 統ξレ・夙 テレテ・夙 データ伝送サ・ビスを1つ の回線交

ビル トシルムテキスト(Btx)サ ービス開始

ISDN試 行プロジェクトrBIGFON(広 帯域統合光ケーブル通信
網)計 画」実施

電気通信規則の第25次改正命令施行

電気通信規則の第26次改正命令可決

本電話機架設料値下げ

電気通信端末機市場について、ECに よりDBPの 直営化政策が批判を受
ける

政府、郵便、電気通信事業のあり方を総合的に検討する電気通信専門委員会を発足

電気通信端末機市場につき、独米通商委員会において米側から批判を受け
る

鼠 ミ㍑畜縫4璃 裾㌔誓輪編覇麗麗馨 覧奮硫雛

'幾 遍舗 群 多誇劉多望§〉≒懸些
ビス規臥公衆ダ.

ク トコール規則、電報規則の4規 則)

・端末機器の自由化

・利用制限の撤廃

(専用線に重量製料金を導入 し、公衆網 との接続を認める)

・ISDN料 金のモデルを発表

郵電省、電気通信利用規則を改定(88年1月 発効)

バンゲマン通商産業大臣、DBPの 電気通信端末行政に対 し批判

郵電省、電気通信規則を全面的に改正 し、ISDN料 金を設定。1988年1月
1日 から発効

電気通信専門委員会、報告書を発表。電気通信事業の自由化を勧告

'遭難 ㌶ 響 聾 鞠 の両事業部F弓舩 社形態にして撒 気

・テレコムは通信網と音声サービスを独占し、その他のサービスを競争に

開放する

・サー ビスの種類を独占サービス、規制サービス、非規制サービスに分類

し、テレコムは規制サービスの提供を義務付 られ、民間業者は非規制サ
ービスを提供することができる
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シュバルツシリング郵電大臣、電気通信改革草案を発表

'逐濡 纏 ㌶ 警 吏離 農罷鶏 花ンフラストラクチュア供纈 務

電気通信改革草案、修正の上閣議決定

フランス郵電省 との間で、両国間のVANサ ービスを提供す る合弁企業を
設立することに合意

篠 き綴 鱒灘 難語纏 騒 連邦議会舞院の韻 によ

馨籍 麗 鰻 重ξ麟 懇 鍵 を鶉 イヒにより多国輪 業の新た

シュバルツシリング郵電大臣、DBP改 革法案の可決は1989年 の半ばにな
る見通 しと発表

?7スでプレ。ε三;森異魏 莫9倉纏 縫i堅 し憶1株 当り225ぺ

《唖鼻差溺4鈴 腎殿 ㍊2苫畠自翻 離さ2・
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フ ラ ン ス

1983 1984 1985 1986 1987

GNP(1) 4,006 4,364 4,695 5,034 5,282

人 口(2) 54,650 54,950 55,170 55,390 55,630

面 積(3) 54,703千 ヘ ク タ ー ノレ

-
⊥
9
白
O
O

OECD単 位:10億 フラン
UN.た だ し,年 央推計 単位:千 人
1987年 日銀 国際比較統計 より

規制の概要

テレコム(DGT)

通信と自由のための国家委員会(CNCL)

視聴覚最高審議会

通信 の 自由に関す る1986年9月30日 付法律第86-1067号

(一 部の規制機能 をCNCLに 移管)

視聴覚通信法(1982年7月29日 付法律)

(特 定 の情報及び処理 サー ビスは競争 に開放)

付加価値サービス
カーブルテレビの地域配信

公衆電話ボックス
テレポート

移動体通信

一40一



一
付加価値サービスの種類:

小規模サービス:大 臣への簡単な登録手続 きを要する

大規模サービス:特 別な免許制度を適用する

・専用線についての特別な料金システム

・国際標準の順守

・伝送容量の単純再販売限度15%'等

経済活動に占める電気通信の割合

(10億 フ ラ ン) 1983 1984 1985 1986 1987

フランス国内総投資額 778.7 814.1 892.9 944.0 993.3

フラ ンステ レコム投資額 27.69 29.70 3α83 33.76 30.65

フランステレコム付加価値生産 55.3 65.6 76.2 81.7 84.4

テレコム売上高 一 73.1 85.0 90.7 95.5

注)テ レコム年次報告書より
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電話加入数
30,000

20,000

10,000

0

1983 1984 1985 1986 1987

単位:千 回線 ただ し主回線数
出典:テ レコム年次報告書

国内通話に対する課金金額

(百万 フラ ン)
70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

1982 1983 1984 1985 1986 1987

出典:テ レコム年次報告書
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国際電話通信量

(百万分)
2,000

LOOO

0

一 修 ヨー ロ ッパ 向

llllll大陸 間

≡ 合 計一

1317

≡
1030.31101≡

一

725
'

8

]

≡
≡
≡
≡一

794 ≡
≡

≡≡

949 ≡
≡
≡
≡
≡

…
多1
,13045≡
巨

68i≡
≡

68≡ ≡≡
≡

iic
雇

≡
≡一

≡
≡一

19851986

出典:テ レコム年次報告書

1987

テ レックス加入者数

(加入)
200,000

100,000

0

1982198319841985

出典:テ レコ ム年 次 報 告 書

1986 1987
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(百 万 フラ ン)
2,000

1,000

テレックス通話量と課金金額

0

通話量

課金金額

一 挙 一〇'

〇 一'1120
.6

1021.1

,○

./'1559.1

,0'

1308.4

OO

1630.11620.4

(百 万 分)

1,000

374.9413.2
474.5 519.9 541.6

572.0 500

198219831984

出典:テ レコム年 次 報 告書

1985 1986 1987
0

専用回線設置数

(千本)
500

400

300

200

100

0

修 一般専用線

19831984198519861987

出典:テ レコム年次報告書
注)1983年 のデ ータ伝送用専用 回線の設置数は不明
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国際専用線加入数

3,000

2,000

1,000

0

1983 1984 1985 1986

3400

1987

出典:テ レコム年次報告書

トラ ンス フィクス端 末数(概 数)

3,000

2,000

LOOO

0

1984 1985 1986 1987

トラ ンスフィクス(48kbps～2Mbpsの データ伝送用数値専用回線 サー ビス)
出典:テ レコム年次報告書
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トランスパ ック接続数 と伝送量

直接接続数
伝送量

50,000

40.000

30,000

20,000

10,000

0

1983 1984 1985 1986

50914Mb
8

1987

7

6

5

4

3

2

1

0

注)1.ト ラ ンスパ ック(パ ケ ッ ト伝送回線)
2.ビ デオテ ックスサ ー ビスを含む
3.伝 送量 は,1日,1契 約 あた りの情 報量

出典:テ レコム年次報告書

ミニテル端末設置台数

(千台)

3,000

2,000

1,000

0

3380

1984 1985 1986 1987

出典:テ レコム年次報告書
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市内電話交換局のデジタル化率
(千回線)

1983 1984 1985 1986 1987

全設置回線数(A) 24,347 25,976 27,044 27,701 28,179

電子交換機 8,889 12,923 15,237 17,527 19,691

1デ ジタル交換機(B)
5,271 9,038 11,169 13,458 15,626

デジタル化率(%)
(B/A) 21.6 34.8 41.3 48.6 55.5

出典:テ レコム年次報告書
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81年

83年

85年

86年

CGE

Bul1

トム ソ ン国 有 化

9月

〔

〔

7月

7月

12月

スにおける主な電気通信機器製造業者の変遷

有化
一

有化

有化

ITT子 会社)国 有化

CGEと トムソンの再編計画を承認

:::::㌶:㌻ 講 麺 生産部門}に特繊

∵㌫ ㌫::竃 灘鷺;::〕
Tア ル カ テル,ト ム ソ ンテ レコ ミュニ カ シオ ン(ト ム ソ ン

F)を 吸収 → アル カテル となる。

TとCGE合 併計画を発表

TとCGEの 新会社,ア ルカテルNV(本 社 アムステル ダ

設立アルカテルNV出 資比率

・CGE21.5%

アルカテル34.1%
ITT37%
SGB(ベ ルギー金融会社)5.7%
・ク レデ ィ ・リヨネ(仏 銀 行)1 .7%

1隠;了:∴:二 ㌶}多 書レカ洲Vに
TTは 西独 のSEL,イ タ リアのFACE,ベ ルギ ーの

TM等 を,ア ルカテルNVの 傘下に置 き,事 実上,電 気通

部 門か ら撤退(ITT→ 局用電子交換機 ・システム12)

カテルNV(世 界第2位 の電気通信機器メーカ)

世界75ヶ 国の87年 推定売上高125億 ドル

純利益2億5,000万 ドル

従業員15万 人

世界市場 シェア14%

欧州市場 シェア35%
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12月 ブル,ハ ネ ウェル,日 本電気,新 コンピュータ会社設立

ブ ル42.5%

出資比率 ハネ ウェル42.5%

日 電15%

CGCTへ の出資問題で,米,独 政府対立

:::∵ イリップス}CGCTの 取得で激し⇒

エ リクソン社,仏 ・マ トラ社 と組んでCGCTを 取得
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フ ラ ンス 電 気 通 信 制 度 の 動 向

1978年1月

1981年5月

1982年7月

1984年

1985年1月

12月

1986年3月

8月

月

月

月

月

0
0

0
U

O
O

11

ノラマンクレポー トがジスカールデスタン大統領に提出される

ミッテラン社会党政権成立

視聴覚通信法成立 特定の情報及び処理サービスが競争に開放

ミニテルによる 「キオスク」サービス開始

通信衛星テレコム1に よるサー ビスの提供を開始

全国の電話番号が一斉に8桁 に切 り替えられる

保守連合政権によるシラク内閣成立

「コミュニケーションの自由に関する法律」可決

・国営テレビTF1の 民間への払い下げ

・電気通信の規制権と運用権の分離

CNCLの 設立 運用権はDGT以 外にも開放

アナログ式セル式 自動車電話網の導入発表

・DGTの ラジオコム2000サ ービス民間業者による提

供

フランス政府、付加価値サービス自由化の条件を定める

電気通信競争法草案起草

政府、VAN事 業を自由化する政令を発布

政府、無線呼び出しサービス並びにセル式電話への第2通 信事

業者の認可を実施

ISDN商 用サービスを開始

フランス政府 自動車電話サービスに競争を導入することを決定

電気通信総局(DGT)フ ランス ・テ レコムへ改称

電気通信料金に付加価値税の課税を開始
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VANサ ービスへの申請届出が締め切 られる。申請数は約

100社

ロカール社会党政権成立

・規制分野における政府の主導権を認めたほかは、保守党

政権時の通信政策と大差ない

・CNCLを 改組

民間放送サービスの認可、CATV網 運用認可等の役
割のみになる

・視聴覚最高審議会の設立検討開始

西 ドイツ郵電省との間でVANサ ービス提供のための合弁会社

(EUCOM)を 設立 したと発表

CNCLに 代えて 「視聴覚最高審議会(CSA)」 を設立する

法律が公布 される
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